
出展：ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業調査発表会2020

ZEHの１次エネ削減率はすでに20%を大きく超えている

ZEHでは
１次エネ削減率が
３割超の物件が過半

「太陽光抜きZEH」はごく限定的であるべき
どうしても太陽光が載せられない場合は、省エネ目標を20%より大きく30%以上とすべき

現状のエアコンや高効率給湯機
LED照明が標準となる中で

１次エネ削減は容易になっており
より高い目標設定が必要
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2ZEH-Mも、6階以上では太陽光発電設置の必要がない 省エネ20%だけでOKとなっている

集合住宅にも太陽光を普及させるためには、「太陽光抜きZEH」はごく限定的なものとするべき

中層（４～５階建）は
太陽光発電込みで

１次エネ50%以上削減

高層（６階建以上）は
太陽光設置の必要がない
（名ばかりのゼロエネ）

なのに１次エネ削減は
20%止まりでOKなのか？

低層（１～３階建）は
太陽光発電込みで

ゼロエネor１次エネ75%減
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建築物（非住宅）でもZEBファミリーが増殖中
太陽光発電を

載せる
ZEBが本来

太陽光なし
省エネ50%の
ZEB Readyが
標準に？

面積1万㎡以上限定の
省エネ30% ZEB Orientedが
無制限にワードチェンジ？

https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/conference/energy/20210510/210510document04.pdf

https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/conference/energy/20210607/210607document01.pdf

ZEBでは太陽光抜き「省エネ50%のみ」のZEB Readyが標準
面積1万㎡以上限定の「省エネ30%のみ」の ZEB Orientedが無制限に？

建築物への太陽光搭載を推進しなくてよいのか？
省エネ20%の誘導基準のシェア急拡大を裏付けなしに想定

太陽光は見込まず

省エネ20%の
誘導基準の

シェア急拡大を想定
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2021/05/21 第34回総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会省エネルギー小委員会
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/pdf/034_02_00.pdf

「業務部門」「家庭部門」の積み増しはほぼゼロ 算定根拠
「平均でZEH・ZEB実現」や「断熱改修の更なる推進」などあり方検討会に関連する項目が並ぶも、検討会には未報告

２.「NDC46%積増ほぼゼロ」問題：NDC46%目標において、業務・家庭部門の積み増しがほぼゼロ 25



2021/06/09 国・地方脱炭素実現会議（第３回） 地域脱炭素ロードマップ（案）概要
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/datsutanso/dai3/siryou1-2.pdf

建物の屋根置きなど自家消費型の太陽光発電は脱炭素の基盤となる重要政策の１番めに挙げられている

３.「省庁の谷間」問題：建築への太陽光搭載は誰が普及の責任を追っているのか 26



https://www.s-housing.jp/archives/238980

• 洋上風力は大きな可能性をもつが、日本で本格的に拡大するのは2030年以降の見込み
• メガソーラーを展開する余地も平地が少ない日本では少なくなっている
• 直近で拡大余地が大きいのは、「住宅・建築物に設置する太陽光発電」と「農地での営農型太陽光発電」の２つ
• 太陽光は2030年までという限られた時間内に、迅速かつ安価に大量の再エネを導入するために確率された技術
• 太陽光の導入ポテンシャルは再エネ全体の６割超、経済性を考慮しても約４割弱と非常に大きい
• 住宅・建築物への太陽光設置義務化は、このポテンシャルを実現する上で必要不可欠な政策
• 太陽光発電の初期コストは12～15年で回収でき、以後は経済メリットを享受し続けることができる
• 日本の住宅の水準を引き上げることは、ヒートショックなど健康問題の解決にもつながる
• 事業者側だけでなく、もっと住宅消費者の側を向いた政策が必要
• 今回は義務化を見送りとしても、2025年（遅くとも2030年）には義務化と決めた上で、環境を整備すべき
• 太陽光義務化は2020年1月からカリフォルニア州で導入済。京都でも21年04月から説明義務化されている。
• 新築が減少する中、太陽光義務化は急務 関係者は受け身ではなく攻めの姿勢を。
• 住宅は将来の分散型エネルギーシステムに不可欠という展望により、住宅産業の新しい発展を見出すべき
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国交省
住宅政策の手段はいっぱい
持ってるけど、やる気は？

2019年の計画変更で
太陽光込『 ZEH 』ストック313万戸

の超楽観的な見込みで
省エネ適合義務化を見送るも
どこにも公表せず秘密に

今度はZEHの太陽光抜きを目論む

経産省
省エネ・再エネの手柄を

独り占めしようとする嫌われ者
太陽光推進派と見せかけて

実は住宅にはユルユル目標を設定
新エネ課はメガソーラーとかに忙しくて
建物の屋根とかはどうでもいいらしい
省エネ課は太陽光込の『 ZEH 』推進も

素案の再エネ部分には記述なし

環境省
カッコいいことは言うけれど

知識と実力が伴わない
政策立案や省エネ試算でも

蚊帳の外
しかたなく地域脱炭素に励む

建物への太陽光搭載は「３省の谷間」にはまって、誰も推進していない？

建築への太陽光搭載は直近で普及可能な数少ない再エネ
なのに誰も推進役を担っていない状況

省庁間の役割分担を明確にすることが普及の後押しに不可欠
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